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参考資料６ 

飼料作物における放射性物質対策 

平成２５年６月２４日  

経営技術課  

平成 24 年度産牧草等の放射性物質モニタリング検査の結果では、永年生牧草の一部の地域

で暫定許容値を超過した。また、給与前検査の結果では、単年生牧草等においても暫定許容値

を超過するものが散見された。 

安全・安心な畜産物を生産するため、給与する飼料の放射性セシウム汚染を可能な限り低く

抑えることが重要であり、飼料作物の放射性物質対策を徹底する。 

  

１ 暫定許容値超過の要因 

  給与前検査及び除染済牧草地検査等で 100Bq/kg（水分 80%補正値）超過した牧草について、 

現地聞き取り調査及び土壌調査により以下の要因が推察された。 

（１）土壌からの吸収 

  ①耕起が浅い 

   耕起不十分（作業速度が速い、ロータリー回転数が低い、作業回数不足）のため、作土

が浅く、または土壌の攪拌・混和が不十分となり、作物の根が吸収しやすい表層に放射性

セシウムが残存していたり、作物の根が吸収し易い状態となっていた。 

  ②周りからの放射性セシウムの流入 

ほ場が周辺より低く、周辺から土壌粒子や有機物に付着したセシウムが雤水とともに流

入して溜まり、表層の放射性セシウム濃度が高くなったと思われる。 

  ③交換性カリウムの不足 

   交換性カリウムの不足や土壌 pH が低いことなど、セシウムが吸収されやすい土壌条件

となっていた。 

（２）夾雑物の混入 

  ①土砂・雑草の混入 

   モアによる刈取り高やテッダー、レーキ、ロールベーラーの作業高が低い場合や作業    

速度が速く、株の引き抜きや土砂を巻き上げ混入したと考えられる。 

   トラクターの踏み跡等地面に張り付いた牧草やほ場端の雑草混じりの牧草など収穫残

を無理に集めることで、土砂やほ場周辺の雑草を巻き込んだ。 

   予乾時に何度も雤に当たり、そのはねかえりにより予乾中の牧草に土砂が付着した。 

  ②落ち葉等の混入 

ほ場周辺の森林から、放射性セシウム濃度の高い落葉が飛来し、集草時に混入した。 

 

２ 放射性物質対策の徹底 

  推察された暫定許容値超過要因、研究機関の調査結果等をもとに、以下の吸収抑制対策、

夾雑物混入防止対策を徹底する。 

（１） 吸収抑制対策 

①丁寧な深耕・撹拌の実施 

プラウ耕の場合、深くしっかりと耕起し、ディスクハローで複数回破土・整地する。 

ロータリー耕の場合、作業速度を下げることや複数回耕起することで十分に土壌を混和

させる。 

特に十分な深耕ができないほ場では、耕起回数を増やし、入念に土壌を混和する。 
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前植生を枯死させるために除草剤を散布するとともに、前作の株が表面に出ないように

耕起回数を増やし十分に混和させる。 

   ロータリーやディスクハローの爪は作業前に必ず確認し、爪のすり減りに注意する。 

   耕起作業では、ほ場が平坦になるように作業を行う。 

   ほ場周辺に明渠を掘り、周辺からの土壌等の流入を防ぐ。 

注意１ 

 永年性草地では、枯死した根やほふく茎が地表付近に集積し、リター層やルートマットを形

成する。 

リター層やルートマットに付着した放射性セシウムは、牧草が吸収しやすい状態にあるた

め、プラウによる反転やデｲスクハローによる砕土等を丁寧に行い、ルートマットを深層部に

すき込むか、細断を十分に行い土壌に混和させる。 

 

②カリ質肥料の施肥 

土壌中の交換性カリが不足すると、放射性セシウムが飼料作物に吸収されやすくなる。 

暫定許容値を超過したほ場では、土壌中の交換性カリ濃度の低いほ場が多いことから、

吸収抑制対策として、ほ場の交換性カリ濃度を４０mg／100gを目安に改良し、そのうえで

通常施肥を行う。 

    表１ 土壌改良に必要なカリ質肥料の目安 

不足量 

（改良目標値－分析値） 

不足分施肥量 kg/10a 

硫酸カリ 塩化カリ 

１０mg/100g ２０ １７ 

２０mg/100g ３９ ３３ 

３０mg/100g ５９ ４９ 

     注）作土１５ｃｍ、土壌仮比重０．６５で試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図１ 土壌中カリ濃度と牧草移行係数との関係（H24 年那須農業振興事務所） 

（移行係数は乾物中濃度で比較） 

注意２ 

 堆肥を施肥する場合は、堆肥に含まれるカリ成分を差し引いた量を、化学肥料で施肥する。 

 

  堆肥１トン当たりのカリ有効成分（目安）  オガクズ牛ふん堆肥 ８．２kg/トン 

○堆肥を３トン/10a 程度継続的に施用すると、放射性セシウムの飼料用トウモロコシへの移行

を抑制できる。（畜産草地研究所） 

○放射性セシウムを含む堆肥であっても、施肥基準を守り、耕起を丁寧に行えば、汚染堆肥 

（8,000Bq/kg 以下）施用によるトウモロコシ中セシウム濃度の増加は見られなかった。（県畜

産酪農研究センター） 
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注意３ 

 飼料畑は、堆肥の連年施用の有無等により、土壌中交換性カリのバラツキが大きい。また、

交換性カリが過剰になると、飼料作物体のカリ濃度が高まり、グラステタニーの発生率が高く

なるため、土壌診断に基づいた適正施肥を行うこと。 

 

③施肥対策 

ア 土壌診断に基づく肥料の適正施肥 

土壌診断に基づき、交換性カリウム濃度と pH が低下しないように堆肥・カリ質肥料や

土壌改良資材を施肥する。 

 アンモニア態窒素が多いと土壌に吸着された放射性セシウムが遊離し、吸収されやすく

なるので、窒素肥料単体の過剰施肥は行わない。 

また、追肥をする際は、カリ質肥料と併せて施肥する。 

 

表２ 作物別土壌ｐH の目安 

作物名 ｐH の目安 

ｲﾀﾘｱﾝﾗｲｸﾞﾗｽ、えん麦 ５．５～６．０ 

トウモロコシ、混播牧草、飼料イネ ６．０～６．５ 

 

表３ 土壌ｐH 矯正に必要な苦土炭カル 目安量（kg／10a） 

土壌区分 現在のｐH 
目標ｐH 

５．５ ６．０ 

 

黒ボク土 

４．５ ２００～２４０ ３００～３６０ 

５．０ １００～１２０ ２００～２４０ 

５．５  １００～１２０ 

注）作土１５ｃｍ、土壌仮比重０．６５で試算 

 

（２） 夾雑物の混入防止対策 

① 高刈りの実施 

地際の茎は泥がつきやすいことから、なるべく高刈りをする。 

 

② 反転・集草・ピックアップ時の注意 

反転・集草に際しては、土を巻き込まないために、ピックアップ爪を地面に接しない

ようにする。 

また、枕地などの作業は、極力作業機で牧草を踏みつけないよう心がける。 

 

③ 降雨・湿地の回避 

降雤直後の刈り取りや反転、集草作業は、泥の巻き込みが懸念されるため、ほ場が十

分乾いてから行う。 

 

④ 防風林際の収草 

周辺に防風林や林地など、樹木がある場合は、落ち葉の巻き込みを極力防ぐため、以

下の点に留意する。 

ア 目視で落ち葉混入の割合を確認（生育が進むと確認が難しいので、なるべく早い時

期に確認する）。 

  イ 程度によってほ場を大まかに区分けするか、収穫を行わない。 

ウ 区分けする場合、区分けごとに、刈り取り、反転、集草する。 

エ 収穫したロールは、区分けごとにマーキングし識別できるように管理する。 
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注意４ 

県畜産酪農研究センターの調査では、同一ほ場内でも防風林に近い所は、牧草そのものの放

射性セシウム濃度が高い結果が出ている。 

 

表４ ほ場の場所によるｲﾀﾘｱﾝﾗｲｸﾞﾗｽの放射性セシウム濃度（水分 80％換算） 

平均値（Bq/kg） 範囲（Bq/kg）

ほ場中央部 ２．３ １．４～３．２

林地近接部 ３１．９ ２６．３～４０．６  

 

⑤ ほ場周辺雑草の巻き込み禁止 

ほ場周辺や耕起していない畦畔などの雑草は、収穫しない。 

ほ場際など雑草混入が著しい場合は刈取りしない。 

 

⑥ ＷＣＳの場合（ロールの受け渡し） 

専用収穫機でダイレクトカットされる飼料用稲については、梱包されたロールは、な

るべく乾いたところに落とすか、ほ場外の平らなところに落とし、泥の付着がないよう

心がける。 

やむを得ず湿った地面に落とす場合は、シート等を利用し泥の付着を防ぐ。 

予乾体系の場合は、早期落水によりほ場をよく乾かし、収穫時には牧草と同じ対策を

とる。 

 

⑦ 稲わら（早期収集） 

長期間水田に放置された稲わらは、降雤、降雪などの影響で土壌の付着や土壌中の放

射性セシウムを吸着することが懸念されることから、可能な限り早い時期に収集する。 

また、収穫作業時の土壌混入を防ぐために、レーキ・べーラ等のピックアップ爪を地

面に接しないようにする。 

必要に応じ、生乾きの稲わらを収集する場合は、ラッピングし貯蔵する。 

 

注意５ 

県畜産酪農研究センターの調査では、稲わらの放置期間が長くなると、稲わらの放射性セシ

ウム濃度が高くなるとの結果がでている。 
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※土壌の放射施セシウム 2,200Bq/kg、稲刈り H24.9/16、ｺｼﾋｶﾘ 

図２ 稲わらの放射性セシウム濃度の経時的変化（水分 80％換算）    
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参考資料７ 

牧草等の給与判断基準値超過事例に関する調査について 

 

平成25年7月2日 

                    経営技術課、畜産振興課 

 飼料作物のモニタリング検査及び給与前検査において、飼料の給与判断基準値超過の放射性セシウムが検出さ

れた場合に、次のとおり原因調査を実施し、生産される飼料作物の放射性セシウム低減化対策の一助とする。 

 

１ 原因調査の実施を判断する検出水準 

 原因調査は、給与判断基準値（乳牛（成牛）を対象とする飼料で 50Bq/kg（水分 80％換算）、肉牛・乳牛育

成牛を対象とする飼料で100Bq/kg（水分80％換算））を超過した飼料作物について実施する。 

 ただし、農業振興事務所が必要と認めた場合、当該水準以下であっても原因調査を実施することがある。 

 

２ 原因調査等の実施 

 １の事例が発生した場合、生産農家の住所地を所管する農業振興事務所は畜産酪農研究センター、経営技術

課、畜産振興課等（以下関係機関）と協力し、別紙調査表により原因調査を実施する。 

    調査体制 

農業振興事務所 畜酪センター 経営技術課  畜産振興課 

・現地調査・要因分析 

・農家指導 

・土壌・放射性物質 

分析 

・関係団体等情報共有 

・現地調査・要因分析 

・農家指導 

・知見･情報提供 

・土壌・放射性物質 

分析  

・現地調査・要因分析 

・知見・情報提供 

・対策資料作成 

・現地調査・要因分析 

・県内状況集約 

・対策資料作成 

 

 

 1）聞き取り調査 

  ①農家概況：農家名、住所、ほ場面積、ほ場場所 

②栽培履歴：耕起、土改材、施肥、播種、収穫調製（必要に応じて作土深を実測する） 

 ③除染の活用事業等：環境省事業 農水省事業 自力施行など 

④その他（給与前検査結果、草種、番草、収穫量、保管場所、処理方法等） 

 2）周辺見取図及び空間放射線量 

    Radiにより、周辺の空間放射線量（地上0 cm）を測定する。 

3）地勢 

   周辺環境調査として、森林、傾斜、雨水等の流れ等の特記事項について写真等を用いて記録する。 

4）土壌調査 

  ①採取土壌：表土（深さ5cm）および作土（深さ15cm） 

  ②分析項目：ｐH、交換性加里濃度、放射性Cs濃度 

  ③土壌統群 

 5）給与判断基準値を超過した飼料作物の夾雑物調査 

    分析した牧草と同じロットの牧草について、落ち葉、土砂、雑草等の混入状況を調査する。 

 6）その他 

当該ほ場の２番草、周辺ほ場の牧草等、参考となり得るものを採取し、放射性セシウムを測定する。 

 

３ 要因の分析 

   農業振興事務所は「２」の調査結果をもとに、関係機関と協力して要因を分析し、当該ほ場の除染対策を指

導する。調査結果は、当該農家の所属する団体等と情報を共有する。 

  また、調査結果は「飼料作物における放射性物質対策」「牧草地除染マニュアル」に反映し、対策に活用する

こととする。 

 

４ その他  

  農業振興事務所は、給与判断基準値を超過した飼料について、他の飼料と分けて保管し、すき込み等により

適正に処分するよう当該農家を指導する。 
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参考資料８

平成24年５月18日

農林水産省生産局畜産部畜産振興課

牧草地の除染等の賠償の基本的な考え方の整理について

牧草地の除染（畜産物の安全性確保のための牧草への放射性物質の

吸収抑制対策を含む。以下同じ。）に係る損害賠償請求の基本的な考

え方については、東京電力（株）と調整の上、以下のとおりとする。

この考え方の整理に記載されたもののうち個別具体的な取扱いについ

ては、同社と各県との間で調整して定めることとする。

Ⅰ 牧草地の除染について

１ 牧草地の除染に係る賠償の対象となる地域の考え方

（１） 原則、平成23 年の牧草のモニタリング調査や保管牧草調査

等により、飼料の暫定許容値（牛用飼料は100 Bq/kg）を超え

る牧草の生産が確認され県により牧草の利用自粛が指導される

地域であって、旧市町村単位での調査結果に基づく判断等によ

り牧草地の除染が必要な合理的理由の説明が可能な地域とする。

この場合、平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋

地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質に

よる環境の汚染への対処に関する特別措置法（以下「特措法」

という。）に基づく汚染状況重点調査地域で環境省の事業によら

ず除染を行う場合も対象（特措法の事業による場合には，特措

法での除染の実施を優先する）。

（２） 飼料の暫定許容値を超える牧草が確認されていないが、地域

における畜産物の生産流通の状況に基づき、やむを得ず牧草の

利用自粛が指導され除染指導が行われている地域であって、牧

草地の除染が必要な合理的説明が可能な地域。
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２ 牧草地の除染の賠償請求内容の考え方について

（１） 除染の方法

特措法に基づく市町村除染実施計画の対象となる牧草地は、

空間線量の軽減を目的として、必要な除染方法が市町村から指

導されることになっているので、当該市町村から指導された方

法により除染を実施する。それ以外の地域については、牧草へ

の放射性物質の吸収抑制対策を目的として除染を行うので、県

又は市町村の指導の下、放射性物質による汚染度合、土壌条件

及び機材の整備状況を考慮して、除染の実施主体が選択してす

るものとする。

（２） 牧草地の除染に係る賠償請求の対象費用

① 牧草地の除染費用（環境省の除染事業と同様）

・ 反転耕・深耕・前植生の処理に要する費用（プラウ等による

耕起、ロータリー等による攪拌、土面の踏圧、砕土、均平化、

礫除去、除草等に要する費用を含む。）

・ 表土除去及び客土に要する費用 （土壌の運搬・処理等に要

する費用を含む。）

② 牧草地の原状回復に要する費用（環境省の除染事業と同様）

・ 牧草地の現状復帰に要する費用（肥料、有機質資材、土壌改

良資材等の散布、牧草の播種等に要する費用を含む。）

・ 除草等に要する費用（牧草地周辺の畦畔・農道等の除草等に

要する費用を含む。）

③ 調査・分析・設計及び一般的な施工管理事務に要する費用（環

境省の除染事業と同様）

・ 土壌分析、計画・設計及び施工管理事務に必要な費用

※ 牧草地の除染において、資産の形成となる工種（暗きょ排水

等）については賠償の対象外。

※ 特措法に基づく汚染状況重点調査地域内において、同法の事

業により除染を行った場合には、本事業費用の請求はできませ

ん。
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（３） 牧草地の除染に係る賠償請求の方法について（別添参照）

① 牧草地の除染については、選択した除染の方法や投入した資材

等の必要性及び合理性を個々の農家が説明することが困難なため

農協、農業公社等が牧草地の除染作業を一括管理し、賠償請求を

行う。

② 牧草地の除染の単価は、実際の除染に要した経費を用いること

を基本とするが、同一地域であれば作業内容に大差はないと考え

られることから、迅速な請求に向け、県内の実情や環境省の除染

事業等を参考にしながら、県等が牧草地の除染の各作業（Ⅰ－２

－（２））の単価を定め、これに基づき算出された額により賠償請

求（各地域と東電との間で同意された除染作業計画に基づく請求）

をすることも可能。

③ 請求は、各県協議会が統一した様式により一括して東電に請求

することが望ましい。

Ⅱ 飼料の暫定許容値を上回る牧草の牧草地への散布、すき込み等に

ついて

飼料の暫定許容値を上回る牧草等（以下「汚染牧草等」という。）

の処理として行う、牧草地への汚染牧草の散布、すき込み等に要

する以下の費用については、必要かつ合理的な範囲において賠償

の対象とする。

１ 汚染牧草等の運搬・減量化（堆肥化）等に要する費用

（１） 保管場所から圃場等への運搬費用（トラック等の借上及び作

業に要する費用）

（２） 汚染牧草等の減量化（堆肥化）等に要する費用（堆肥製造機

械等の借上、発酵促進剤の購入及び作業に要する費用）

（３） ロールベール状の汚染牧草等の解体に要する費用（ロールベ

ールカッター等の借上及び作業に要する費用）
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２ 汚染牧草等の牧草地への散布、すき込み等に要する費用

（１） 汚染牧草等の散布に要する費用（散布機等の借上及び作業に

要する費用）

（２） 汚染牧草等のすき込み等に要する費用（プラウ等の借上及び

作業に要する費用）

Ⅲ 牧草地の除染等に必要な機材の導入について（単位面積あたりの

除染単価を設定する場合において、単価に含まれる場合には対象外）

基本的には、農家や業者からの借上（レンタル）に要する費用が対

象となるが、

① 他の農家やその他の事業者からの借上、他の機材等による代替

等が困難、機材を購入する必要がある場合

② 購入した方が借上するよりも費用が少なくなる場合等の購入費

用については賠償の対象になり得る。

ただし、個人資産の形成となる機材の購入費用は賠償対象とし

ないことから、そのような機材については、地方公共団体や農協

等が、集約して購入し、牧草地の除染後に売却後、購入額と売却

額の差額を請求すること。

Ⅳ その他

１ 除染後の牧草地において、代替飼料として単年生飼料作物を生産

する場合等に要する費用について

牧草地で除染後に再度永年性牧草を栽培するまでの間に単年生飼

料作物を栽培するために要する費用は、賠償の対象（２の代替飼料

の確保に要する費用との重複請求はできません）。

２ 牧草地の除染に伴い必要となる代替飼料の確保費用（牧草地の除

染を実施した地域）について

除染作業終了後に播種してから牧草が収穫されるまでの間の代替

飼料の確保に要する費用は、賠償の対象。



－３３－
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永年生牧草地の回復の賠償の基本的な考え方 

および損害報告書の作成について 

 

平成２４年８月２４日制定 

原発事故農畜産物損害賠償対策栃木県協議会 

 

永年生牧草地の畜産物の安全性確保のための牧草への放射性物質の吸収抑制対策に

係る損害賠償請求について、下記のとおりとする。 

 

記 

１ 対象区域 

  県協議会は、原則として、以下の区域等の永年生牧草地における牧草地回復費用

を損害賠償請求する。 

（１）平成２４年産永年生牧草モニタリング検査で利用自粛となった市町（那須

町、那須塩原市、矢板市、塩谷町、日光市、鹿沼市の６市町） 

ただし、本地域は環境省または農林水産省の除染等事業が導入できる可

能性があるため、まずは国庫事業の導入を検討し、それが難しい事情があ

る場合に損害賠償請求で対応する。 

（２）平成２４年産永年生牧草モニタリング検査で暫定許容値以下であるが、給

与前検査で暫定許容値を超過し利用自粛となった地域もしくは農業者（県

全域） 

（３）平成２３年６月以降、平成２４年産永年生牧草モニタリング検査までに、

栃木県の指導（農業技術対策指針）により、既に反転耕等を実施した農業

者（県全域） 

 

２ 牧草地回復作業 

（１） 実施方法 

・具体的な実施方法については、原則として、栃木県が定める「牧草地除染マ

ニュアル」(第２版)に沿ったものとする。 

・各農協、各酪農協等が永年生牧草地の牧草地回復作業の作業実施主体となり、

作業を一括管理し、県協議会を通して東京電力㈱に賠償請求を行う。 

・各農協、各酪農協は牧草地回復作業を実施する前に、作業計画を作成し、事

前に県協議会を通し、東京電力㈱の同意を得るものとする。 

（２） 対象費用 

・牧草地の耕起等の費用（プラウ等による耕起、ロータリー等による攪拌、鎮 

圧等） 

  ・牧草地の地力回復に要する費用 

（肥料や土壌改良資材等の散布、牧草の播種等に要する費用等） 

  ・調査、分析、設計及び一般的な施工管理事務に要する費用 

（３） 作業料金表 

・作業の単価は下記①②のとおり県内統一とする。 

 ただし、建設業者等に委託する場合においては、下記単価を上限とした実績

金額によって賠償請求する。 
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・下記料金表は、今後、上記２（１）（２）の作業に則って牧草地回復作業を実

施する場合に適用する。 

・各農協、各酪農協等の事務経費として、今後牧草地回復作業を行う場合に限

り、追加作業の有無にかかわらず 15 千円/ha を賠償請求する。 

 

表１-１ 標準作業単価（農協等実施分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１-２ 標準作業単価（農家直営（施工済）分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 追加作業 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 作業実施主体によらない牧草地回復作業の取扱い 

・既に自主施工により牧草地回復作業を実施した農業者は、上記料金表の農家

直営（施工済）単価により請求する。 

・農家直営（施工済）であって、建設業者等への委託費が標準作業単価を超過

する場合は、県協議会の取りまとめ対象外とする。 

・環境省または農林水産省の除染等事業を実施した場合は、請求は不可とする。 

  

 

 

作業の種類 単価／ｈａ 

Ａ）反転耕 
農家に委託 ４６４，０００円  

業者に委託 ６９５，０００円  

Ｂ）ロータリー耕 
農家に委託 ４７０，０００円  

業者に委託 ７１５，０００円  

Ｃ）ハロー耕 

 （３回がけ以上） 

農家に委託 ４５１，０００円  

業者に委託 ６６５，０００円  

作業の種類 単価／ｈａ 

Ａ）反転耕 
農家が実施（施工済） ４４９，０００円  

業者が実施（施工済） ６８０，０００円  

Ｂ）ロータリー耕 
農家が実施（施工済） ４５５，０００円  

業者が実施（施工済） ７００，０００円  

Ｃ）ハロー耕 

 （３回がけ以上） 

農家が実施（施工済） ４３６，０００円  

業者が実施（施工済） ６５０，０００円  

作業の種類 単価／ｈａ 

Ｄ）除草剤散布 
農家が散布 ５３，０００円  

業者が散布 ７０，０００円  

Ｅ）機械刈払い 
農家が刈払い ４６，０００円 

業者が刈払い １１０，０００円 

Ｆ）堆肥散布 － ２３，０００円  

Ｇ）土壌分析 － ２，０００円  
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（５）その他 

・ハロー耕が必要となる場合には、作業前に必ず作業実施主体と協議する。 

・作業実施主体と協議の上、ハロー耕による牧草地回復作業を実施する場合に

は、少なくとも３回以上、丁寧にゆっくりと施工することで、土壌を充分に

混和すること。 

・牧草地回復作業を行っても、牧草が給与制限値を下回らないと考えられる牧

草地については、牧草地回復作業の対象外とする。 

・利用自粛となった 23 年産及び 24 年産牧草の廃棄費用として、すき込み費用

を請求した生産者については、除染費用または牧草地回復費用の請求と重複

するおそれがあるため、事前に県協議会に相談する。 

・その他、牧草地回復作業のため必要な費用について賠償請求する場合には、

事前に県協議会に相談する。 

・上記の相談を受けた場合、県協議会は東京電力㈱と協議し、実施の可否を確

認する。 

 

３ 報告様式 

草地更新作業計画書兼実績書【農協等→県協議会】 

様式①－１：農協等集計表（農協等が牧草地回復作業を実施する場合）【農協等→

県協議会】 

様式①－２：農協等集計表（農協等が施行管理、営農団体等が牧草地回復作業を

実施する場合）【農協等→県協議会】 

様式②  ：農協等集計表（全体）【農協等→県協議会】 

 

４ とりまとめ 

・ 酪農組合は組合ごとに取りまとめ、酪農協会を経由して、県協議会に提出する。 

・ ＪＡは、ＪＡごとに取りまとめ、県協議会に提出する。 

・ 上記に該当しない農業者は、お住まいの市町に相談する。 

 

５ その他 

・牧草地回復作業に伴い、牧草が収穫できないことによる損害は別様式にて請求す

る。ただし、この場合は廃棄（すき込み）料金は請求できないので留意すること。 

 ・その他不明な点については、ＪＡ、酪農組合、各農業振興事務所、在住の市町に

問い合わせる。 
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（別添１）

平成25年３月27日

農林水産省生産局畜産部畜産振興課

牧草地の除染、汚染牧草等の保管等に関する賠償について

東京電力（株）福島第一原子力発電所の事故による放射性物質汚染を理由に利用

自粛を指導された牧草地の除染（回復を含む）、汚染牧草等の保管・処理に関する賠

償の基本的な考え方については、これまで平成24 年５月18 日付け文書（別紙１）

及び同年12 月21 日文書（別紙２）により整理しお伝えしてきたところである。

今般、上記に加え、牧草地の除染及び汚染牧草の保管等に関し、東京電力（株）

と下記の事項について確認したのでお知らせする。ただし、この考え方の整理に記

載されたもののうち個別具体的な取扱いについては、同社と請求者との間で調整し

て定める必要があるので留意されたい。

記

１ 牧草地の除染について

（１）早期の支払いに向けた取組み

牧草地の除染経費の賠償については、除染必要面積の全部又は一部の除染が

終了し、当該面積に係る除染経費が確定した場合は速やかに確認書類等を添え

て請求する。なお、請求者からの支払いの要望があれば、東京電力（株）は、

その一部について除染経費が確定した場合については、当該面積分に係る経費

の賠償金の支払いに応ずる（部分合意）。

また、部分合意を含め本払いが一定程度進んだ請求者に対しては、除染経費

の確定は未了だが、除染作業の終了が確認できた牧草地について除染経費の見

込額の一部を支払うことに応ずる（仮払い）。

（２）再除染（２回目の除染）への賠償

国や県が定めた指導方針に基づく1 回目の除染作業が適切に終了したことが

確認された牧草地から収穫された牧草の放射性物質濃度が、再び国の暫定許容

値（県が、畜産物の生産・流通の実態を踏まえた合理的な理由に基づき使用自

粛を指導するレベルも、これに準じる）を上回った場合で、国や各県の指導方

針等を踏まえて再度の耕起等（再除染）を行った際の経費についても、牧草の

除染に関する知見の蓄積が不足していたことを踏まえ、１回目の除染作業後に

牧草から放射性物質が検出された原因が調査により明らかにされ、これを踏ま

えた効果が合理的に期待できる方法により再除染を行った場合には、代替飼料

費等の賠償の見合いで、必要かつ合理的な範囲で賠償の対象とする。
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（３）耕起等の除染作業が困難な牧草地の賠償

牧草地の除染に当たり、通常の耕起に必要な機械に加え、ストーンクラッシ

ャー等の通常の耕起には使用されない機材を使用する必要がある場合、当該機

材の使用に係る経費についても必要かつ合理的な範囲で賠償の対象とし、必要

額の考え方、水準等について、東京電力（株）は事前協議に応ずる。

急傾斜であるなどの理由で耕起等の作業ができず利用再開の目途が立たない

放牧地の代替地を確保する場合、借地代、草地整備費（耕起、施肥、牧草播種）、

牧柵等の整備等に必要な経費は、当該利用再開の目途が立たない放牧地に係る

代替飼料費等の賠償の見合いで、必要かつ合理的な範囲で賠償の対象とする。

２ 汚染牧草の保管・処理関係

（１）保管経費に対する賠償請求の合理化

賠償事務の合理化、迅速化を図るため、すでに協議、請求、支払いを行った

事例について、請求者の了解を得られたものについては、東京電力（株）及び

市町村等関係者で情報を共有する。

また、保管を推進する市町村や農協等は先行事例を参考として、作業区分ご

とに合理性を説明できる賠償単価を東京電力（株）と協議のうえ設定し、請求

することができる。

（２）個人で保管、処理を行った場合の賠償

通常の営農行為を超えて追加的に行われた保管やすき込みの作業は賠償の対

象とする。なお、個人で保管、処理を実施した場合には、保管、処理を行った

地域の労賃単価と作業日誌における処理量や作業時間等をもとに賠償の対象と

なる労働費を算出するものとし、必要となった資材費、機材の借上げ費等につ

いては、領収書等をもとに実績に基づき賠償の対象額を算出するものとする。

（３）保管場所確保等に要する経費

自らの所有地に汚染牧草を保管することが困難であったという特別な理由が

あれば、保管場所の確保に伴う借地代は合理的な範囲で賠償の対象となる。ま

た、汚染牧草を自らの牧草地や田畑等で保管せざるを得ない特別な理由がある

場合は、これに伴う減収分（代替飼料費や事業の実施に伴って得られたであろ

う交付金等を含む。）は合理的な範囲で賠償対象となる。

（４）減容化に利用する機材への賠償

保管のための必要経費として悪臭対策等も含め、通常の方法で保管するより、

減容化し保管した方が、減容化のための必要機材のリース経費等を加えてもト

ータルで下回る場合には賠償の対象となるが、必要額の考え方、水準等につい

て、東京電力（株）は事前協議に応ずる。


